
1,674,173 547,894

641,659 354,811

854,529 106,874

160,412 79,244

13 3,398

162 3,310

4,457 0

13,018 254

△ 80

304,755 固　定　負　債 283,206

56,465 274,411

建 物 1,216 8,775

建 物 附 属 設 備 27,221 19

工 具 器 具 備 品 27,827

リ ー ス 資 産 199 831,100

無 形 固 定 資 産 74,072 株　主　資　本 1,147,828

ソ フ ト ウ ェ ア 68,474 90,000

電 話 加 入 権 5,597 1,057,828

22,500

投資その他の資産 174,217 170,000

投 資 有 価 証 券 750 別 途 積 立 金 170,000

長 期 前 払 費 用 10,901 865,328

保 証 金 50,156

繰 延 税 金 資 産 112,409

1,147,828

1,978,928 1,978,928

（注）表示単位未満の金額はすべて切捨で表示しています。

科 目 金 額 科 目 金 額

貸　　借　　対　　照　　表

（２０２０年３月３１日現在）

（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流　動　資　産 流　動　負　債

現 金 及 び 預 金 買 掛 金

売 掛 金 未 払 金

前 払 金 前 受 金

商 品 預 り 金

貯 蔵 品 未 払 消 費 税

未 収 金 未 払 法 人 税 等

関 係 会 社 預 け 金 リ ー ス 債 務

貸 倒 引 当 金

利 益 剰 余 金

固　定　資　産

有 形 固 定 資 産 退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

純 資 産 合 計

株式会社エヌ・ティ・ティ・トラベルサービス

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

繰 越 利 益 剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

負 債 合 計

純　資　産　の　部

資 本 金



１．　重要な会計方針に係わる事項

（１）棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品、貯蔵品　　　最終仕入原価法を採用しております。
   (貸借対照表価額は、収益性の低下に基づく簿価切下の方法により算定）

（２）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建　　　　物･･･････２４年
　建物附属設備･･･････８年～１７年
　工具器具備品･･･････７年～２０年

②ソフトウェア（リース資産を除く）

自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定
　額法を採用しております。

③リース資産（所有権移転外ファイナンスリース取引に係るリース資産）
  a有形リース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

  b無形リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

（３）引当金の計上基準

①貸倒引当金
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により回収不能

　見込額を計上しております。

②退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額（自己

　都合期末要支給額の100％）に基づき計上しております。

③役員退職慰労引当金
役員退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

（４）消費税等の会計処理

税抜方式によっております。

２．　株主資本等変動計算書に関する注記

（１）当事業年度末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式　　　　　　　　　　　　1,800 株

２０１９年　４月　１日から
２０２０年　３月３１日まで

個　別　注　記　表



（当期純損益金額）

　当期純利益 ：104 千円


